
一般乗用旅客自動車運送事業
（１人１車制個人タクシーを除く）
経営許可申請書作成の手引
　一般乗用旅客自動車運送事業の許可は、道路運送法第６条の許可基準並びに四国運輸局において示して
いる「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く）の許可申請事案及び事業計画変更
認可申請事案等の処理方針について」（公示基準）、福祉輸送事業にあっては、「一般乗用旅客自動車
運送事業（福祉輸送事業限定）の許可申請事案及び事業計画変更認可申請事案等の処理方針について」
（公示基準）の要件に適合していることが必要です。
　
　許可申請書の記載事項及び添付書類は、「道路運送法第５条」・「道路運送法施行規則第４条・第６条」
に規定されています。
　この手引は、四国運輸局管内において許可申請する場合に作成したものであります。
　　
四国運輸局自動車交通部旅客課
        　    〒　    ７６０－００１９
　　　　　  住　所　  高松市サンポート３番３３号
                 　        高松サンポート合同庁舎南館
 　　　　　　　　　 　電話番号  （０８７）８０２－６７７１　　              　    　　　　　
一般乗用旅客自動車運送事業
（１人１車制個人タクシーを除く）
経営許可申請様式  （例）
申請書作成にあたっての注意事項
　　　　　　　○提出先及び提出部数
　　　　　　　　①提出先は、営業所の所在地を管轄する運輸支局です。
　　　　　　　　①提出部数は、四国運輸局長あてに２部（正本１部、副本１部）
　　　　　　　　　　　　　　（申請者は、申請者用として別に１部）
　　　　　　　○申請書様式
　　　　　　　　申請書は、Ａ４判縦、横書、左とじとして下さい。
　 一般乗用旅客自動車運送事業の許可は、道路運送法第６条の許可基準並びに四国運輸局において
示している「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の許可申請事案及び
事業計画変更認可申請事案等の処理方針について」（公示基準）の要件に適合していることが必要で
す。
　許可申請書の記載事項及び添付書類は、「道路運送法第５条」・「道路運送法施行規則第４条・第
６条」に規定されています。
         提出先は、営業所の所在地を管轄する運輸支局です。
                 香川運輸支局　　　℡　０８７－８８２－１３５７
                      高松市鬼無町字佐藤２０－１
                 徳島運輸支局　    ℡　０８８－６４１－４８１１
                      徳島市応神町応神産業団地１－１
                 愛媛運輸支局　    ℡　０８９－９５６－１５６３
                      松山市森松町１０７０
                 高知運輸支局　　　℡　０８８－８６６－７３１１
                      高知市大津乙１８７９－１

一般乗用旅客自動車運送事業経営許可申請書

	
	 四 国 運 輸 局 長　     　　　　殿
	 申請年月日
	令和　　年　　月　　日

	
	フ リ ガ ナ
	

	
	申 請 者 名
	

	
	代 表 者 名
	
	連絡担当者
	

	
	郵 便 番 号
	〒
	電 話 番 号
	（　　　　　）

	
	
	
	ＦＡＸ
	（　　　　　）

	
	メールアドレス
	

	
	申請者住所
	


	
	事   業   計   画
	

	
	 主たる事務所
	名  称
	
	郵便番号
	〒
	電話番号
	（　 ）
	

	
	
	位  置
	
	

	
	 経営しようとする事業の種別
	                    
	資 本 金
	　　　　　    千円
	決算期日
	/
	/
	

	
	営業区域
	  
	

	
	 条　　　　件
	
	

	
	 営　 業 　所
	名 称
	営業所
	配置する事業用
自動車の数並びにその種別ごとの数
	一般車両
	特種車両
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	位 置
	
	

	
	休憩・睡眠施設
	位 置
	
	収容能力
	.   ㎡
	

	
	自動車車庫

	No
	 　　　　　　位       　　置
	収容能力
	道路幅員
	

	
	
	１
	
	   　.   ㎡
	    m
	

	
	
	２
	
	     .   ㎡
	    m
	


  （官庁使用欄）
                      受付 No,(　        )    
	   支 局 受付印
	   本 局 受付印
	　   処理予定期間　令和　　年　　月　　日迄
　　 補正期間  　令和    年　　月　　日
              　 ～令和　　年　　月　　日
                           　（　　日間）


　＜作成にあたっての留意点＞　
　１　申請者の概要欄（申請書上段）の記載について
 　　(１)申請者名・代表者名      
　　　　 法人の場合は商号（法人名）及びその代表者名（設立法人の場合は設立発起人等の氏名）を、個人の
場合は氏名のみを記入して下さい。
 　　(２)申請者住所
　　 　  既存法人の場合は登記簿謄本上の本店所在地を、設立法人の場合は定款上の本店所在地を、個人の場
合は住民票上の住所を記入して下さい。
  ２　事業計画欄（申請書下段）の記載について
     (１)主たる事務所
 　     　主たる事務所の位置は、住所（法人にあっては登記上の本店所在地、個人にあっては住民票上の住所）
と同一である必要はありません。通常営業所が一ヶ所の場合は、主たる事務所と営業所は同一ですが、
営業所とは別に運送事業の経営管理を行う場所がある場合は、その場所が主たる事務所の位置となりま
す。
     (２)資本金・決算期日
　　　　 申請者が法人の場合のみ記入して下さい。
　   (３)営業区域
　 　　　予定している営業区域を記入してください。なお、営業区域については「公示基準」を確認して下さい。
　   (４)条　件
　 　　　記載例

　福祉輸送事業限定にあっては「要介護認定を受けた者等及びその付添人の輸送に限る。」
　   (５)営業所
　     ①営業所は営業区域内に設置することが必要です。
　     ②名称は一般的に営業所が一ヶ所であれば本社（個人の場合は本店）営業所と記入することとなります。
     (６)休憩・睡眠施設
　 　　　原則として、営業所又は車庫に併設することが必要ですが、併設できない場合、営業所及び車庫のいず
れからも直線で２km以内でなければなりません。
     (７)自動車車庫
       ①原則として、営業所に併設することが必要ですが、併設できない場合、営業所と車庫の距離は直線で２km
以内でなければなりません。
       ②車両と自動車車庫の境界及び車両相互間の間隔が５０センチメートル以上確保され、かつ、計画する事業
用自動車の全てが収容できなければなりません。
          例）使用車両が長さ４．６ｍ、幅１．７ｍの場合の必要面積
               （4.6ｍ＋1ｍ）×（1.7ｍ＋1ｍ）
       ③道路幅員
　       車庫前面道路について、道路幅員証明書を基に記入して下さい。
　  (８)事業用自動車の種別及び種別ごとの数
　  　種別とは一般車両又は特種自動車の別をいい、車椅子及び寝台車等は特種自動車の欄に、その他は一般車
両の欄に記入して下さい。
　    
    　※ 営業所２ヶ所以上で申請する等、この様式では書ききれない場合には、用紙を追加して下さい。
  添　付　書　類　（目　次）
	　　 １　事業用自動車の運行管理の体制を記載した書類（様式１）
	・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	　　 ２　所要資金及び事業開始に要する資金の内訳及びその資金の調達方法を記載した書類（様式２）
	・・
	□


  　 ３　事業の用に供する施設の概要及び付近の状況を記載した書類
	1． 施設の案内図、見取図、平面(求積)図、写真　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
※営業所全景･事務室内部･休憩睡眠室内部･車庫全景･車庫出入口･前面道路等がわかる写真
	
	□

	       　ロ．都市計画法等関係法令に抵触しないことの書面（宣誓書…様式３）
	・・・・・・・・・・・
	□

	       　ハ．車庫に関する確認書（様式４）
	・・・・・・・・・・・
	□


    　 　ニ．施設の使用権原を証する書面  

	      　     　自己所有の場合、不動産登記簿謄本等
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	           　　借入の場合、賃貸借契約書等
　　　　　　　　　※契約期間は３年以上のもの
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	         ホ．車庫前面道路の道路幅員証明書（様式５）
　　　　　　 ※幅員６ｍ以上の場合は不要
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


         ヘ．計画する事業用自動車の使用権原を証する書面　
	               車両購入・・・売買契約書又は売渡承諾書等
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	               リース・・・・自動車リース契約書等
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	               自己所有・・・自動車検査証（写）
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	         ト．　任意保険（共済）に加入する旨の宣誓書（様式６）
	・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


 　 ４　既存の法人にあっては、次に掲げる書類
	       　イ．定款又は寄付行為及び登記簿の謄本
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	       　ロ．最近の事業年度における貸借対照表
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	       　ハ．役員又は社員の名簿及び履歴書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


  　 ５　法人を設立しようとするものにあっては、次に掲げる書類
         イ．定款（商法(明治32年法律第48号)第167条及びその準用規定により認証を必要と           
	　　　 　　　　する場合にあっては、認証のある定款）又は寄付行為の謄本
	・・・・・・・・・・・・・
	□

	       　ロ．発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


       　ハ．設立しようとする法人が株式会社又は有限会社である場合にあっては、株式の            
	　　　　 　　　引受け又は出資の状況及び見込みを記載した書類
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


  　 ６　個人にあっては、次に掲げる書類
	         イ．資産目録
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	       　ロ．戸籍抄本
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	         ハ．履歴書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	  　 ７　法第７条（欠格事由）各号のいずれにも該当しない旨を証する書類（宣誓書･･･様式７）
	・・・・
	□

	     ８　運行管理者就任承諾書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	     ９　整備管理者就任承諾書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	   １０　指導主任者就任承諾書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	   １１  運転者就任承諾書
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□

	　 １２　乗務割表・・・・・
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	□


 ＜作成にあたっての留意点＞
    １．申請書の次に添付書類を綴じていく際に、この目次の順番に従って下さい。
    ２．目次の４，５，６については、該当する項目の書類を添付して下さい。
    ３．１～１１のうち、添付した書類について確認の上、□欄にレ印を入れて下さい。
様式１　
事業用自動車の運行管理等の体制
　１．事業計画を遂行するに足りる有資格者の運転者を確保する計画　　　確保人員　　　　　　　　 名
                                                    確保予定人員  　         名
  ２．適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統

  ３．点呼等が確実に実施できる体制
	点 呼 場 所
	点呼実施者
	
	日常点検の実施場所
	日常点検の実施者
	
	営業所と車庫間の連絡方法

	
	
	
	
	
	
	


  ４．過労の防止を十分考慮した運転者の勤務時間及び乗務時間
	   拘  束  時  間  
	
	      休　 息 　時 　間  
	 

	１ヶ月
	時間
	
	勤務と勤務の間
	           時間
	

	１  日
	時間
	                                          


  ５．運転者に対する指導及び監督   
　　（１）一般的な指導及び監督
　　　　　　運転技術並びに法令に定める自動車の運転に関しての指導監督
            指導監督の予定回数 　　　　年間         回
    （２）特別な指導及び適性診断       
         事故惹起運転者
            新任運転者
            高齢運転者            指導又は受診時期          月
            　　　　
　６．乗務員の健康状態の把握
           深夜勤務（２２時～５時）の有無　      健康診断時期　　　　月         年間　　　回
  ７．事故処理の体制
    　事故処理連絡体制
  ８．苦情処理体制
          　苦情処理責任者   氏名
            苦情処理担当者   氏名
  適用する運送約款
      □ ①運輸省告示第372号（昭和48年9月6日）による一般乗用旅客自動車運送約款を適用する。
　　　□ ②上記以外の運送約款を設定する。

＜作成にあたっての留意点＞
1． 運転者数は、既に雇用している場合は確保人員欄に、採用予定の場合は確保予定人員欄にそれぞれ記入して
下さい。
2． 運行管理者及び整備管理者が選任されている場合は「確保済」に、選任予定の場合は「選任予定」の□欄に
レ印を入れた上、指揮命令系統図に氏名を記入して下さい。なお、指揮命令系統図は、標準なケースを示して
いますので、申請者の事業運営の実状に見合うように変更して下さい。
3． 勤務割及び乗務割の拘束時間等については、それぞれの計画している時間数を記入して下さい。
「拘束時間」とは、始業時間から終業時間までの時間で、労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む。）
の合計時間をいいます。
 　 　
「休息時間」とは、勤務と次の勤務との時間で、睡眠時間を含む勤労者の生活時間として、労働者
にとって全く自由な時間をいいます。
4． 点呼等の体制については、点呼・点検の実施者及び場所をそれぞれの欄に記入して下さい。営業所と車庫
間の連絡方法は、営業所と車庫が併設されている場合は「併設」と、併設されていない場合は、常時密接な
連絡がとれる具体的方法を記入して下さい。（例：自動車電話・携帯電話・公衆電話等）
5． 運転者に対する指導監督については、それぞれ年間実施回数又は実施時期を記入してください。
6． 乗務員の健康状態の把握については、深夜勤務の有無を記載し、健康診断の受診時期及び年間受診回数を記
載してください。
7． 苦情処理については、苦情処理責任者・担当者名を記入して下さい。
8． 標準運送約款を適用する場合には、該当する□欄にレ印を記入して下さい。
　　なお、②にレ印を記入した場合には、許可後に運送約款の認可を受けて下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式２　
１．所要資金及び事業開始に要する資金の内訳
	項　目
	所要資金額
	事業開始当初に要する資金
	備　考

	(イ)車両費
取得価格（含未払金）又は頭金とリース料金（タクシーメーター代及び改造費等を含む）
	（１年分）
                 円
	（分割の場合頭金及び２月分ただし、一括払いの場合左欄と同額）
                                   円
	

	
	(１年分)（リース）
                円
	（２月分のリース料)
                                   円
	

	(ロ)土地費
取得価格（含未払金）又は、敷金と貸借料
	(１年分)
               円
	（分割の場合頭金及び２月分ただし、一括払いの場合左欄と同額）
                                   円
	

	(ハ)建物費
取得価格（含未払金）又は、敷金と貸借料
	(１年分)
                     　　　　　　　 円
	（分割の場合頭金及び２月分ただし、一括払いの場合左欄と同額）
                                   円
	

	(ニ)機械器具及
　　び什器備品
	                 円
	（左欄と同額)
                                   円
	

	(ホ)運転資金
	                 円
	
	

	・運送費
	                 円
	
	

	
	人件費
	(２月分)           円
	
	

	
	燃料油脂費
	(２月分)           円
	
	

	
	修繕費
	(２月分)           円
	
	

	
	その他経費
	(２月分)           円
	
	

	・管理経費
	                 円
	
	

	
	人件費
	(２月分)           円
	
	

	
	その他経費
	(２月分)           円
	
	備品・消耗品費、広告宣伝費、光熱費等

	計
	                 円
	(左欄と同額)
	

	(ヘ)保険料等
	                 円
	
	

	
	自賠責保険料
	(１年分)           円
	
	

	
	任意保険料
	(１年分)           円
	
	

	
	自動車重量税
	(１年分)           円
	
	

	
	自動車税
	(１年分)           円
	
	

	
	環境性能割
	(全額)             円
	
	

	
	登録免許税
	(全額)             円
	
	

	計
	                 円
	(左欄と同額)                          円
	

	(ト)その他創業費等
	(全額)            円
	(左欄と同額)                          円
	

	合　計
	                 円
	（Ｂ）　                             円
	

	50％相当額
	（Ａ）   　　　　 円
	
	

	自己資金額
	(Ａ)及び（Ｂ）を上回ること                                     円
	


 ※ 備考欄には、内訳等を適宜記載する。

２．資金の調達方法
 (１) 法人の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※左表（増資）資本金について
	項　目
	既存法人
	設立法人
	
	出資者名
	出資金額
	

	資　本　金
	
	
	
	
	
	

	剰余金等
	
	
	
	
	
	

	増資資本金
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	項　　目
	申請事業充当額
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	現金預金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他流動資産
	
	

	調達資金合計(自己資金額)
	
	


 (２) 個人の場合
	金融機関名
	預貯金等の種類
	預貯金等の発行番号
	申請日現在預貯金額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計（自己資金額）
	


＜作成にあたっての留意点＞
１．所要資金について
　（１）加入すべき任意保険は、対人（１名につき）８,０００万円以上、対物２００万円（免責額
３０万円以下であること）以上のものにして下さい。
      　　
２．資金の調達方法欄は次により記入して下さい。
  （１）法人の場合
　　　①　既存法人の場合は、「既存法人」の欄に最近の事業年度の貸借対照表に基づき、記入して
下さい。
2 既存法人で増資により資金調達する場合については、取締役会等で増資する旨の決議をした
議事録と、その出資に係る引受書等を提出して下さい。
　　　③　設立法人の場合は、「設立法人」の欄に資本金額を記入するとともに、その出資者名と出資
金額を記入して下さい｡
  （２）個人の場合
　　　　個人申請の場合は、「イ．申請人が個人の場合」の表に資産目録の預貯金等に係るものを記入
して下さい。
様式３　
　　　　　四国運輸局長　殿
宣　　　誓　　　書
　道路運送法第５条第１項第３号に規定する事業計画のうち営業所及び自動車車庫、同法施行規
則第６条第１項第３号に規定する休憩仮眠施設については、建築基準法（昭和25年法律第201号）､都市計画法(昭和43年法律第100号)､消防法（昭和23年法律第186号）、農地法等（昭和27年
法律第229号）の関係法令に抵触しないことを宣誓いたします。
   　　令和　　年　　月　　日
   　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　     氏名又は名称
                     　　　　　　　　  代表者の氏名      　　　               
様式４　　
                              車庫に関する確認書
	 車庫の位置
	

	 車庫の収容能力
	                                 　ｍ２

	 車庫の所属営業所名
	（営業所名）      　　　   （営業所からの距離）      ｍ

	 休憩仮眠施設の設置場所
	        営業所に併設　　・　　申請車庫に併設

	   　
   　
 車庫
 概要
	所有借入の別
	  自己所有・借入（貸借期間　　年）

	
	自動車点検基準第６条表に定める点検整備のための器具工具の備付
	　　   　有　　　・　　　無（　　　　　　　）

	
	清掃施設
	       有　　　・　　　無（　　　　　　　）

	
	囲障の有無
	       有　　　・　　　無

	
	交通安全上の支障の有無
	       有　　　・　　　無

	
	車庫の前面道路の幅員
	 ６ｍ以上      ・６ｍ未満（幅員証明を添付）

	 農地法に抵触の有無
	           有　　　・　　　無

	 森林法に抵触の有無
	           有　　　・　　　無

	 都市計画法の地域地区
	□市街化区域（　　　　　　　　　　）地域　□無指定
□市街化調整区域
□都市計画区域外


上記のとおり相違ないことを確認します。
   令和     年　　　　月　　　　日
                                    氏名又は名称
                                      　　代表者        　　　                　
様式５　
                             道　路　幅　員　証　明　願
（道路管理者等）                                            令和　　　年　　月　　日
                              殿
                                         申請者   住　所
                                                  氏　名 　　　                   
　下記事項について四国運輸局へ提出する必要があるので証明願います。
                                         記
	　自動車車庫の位置
	

	  出 入 路
	  路線名
	

	
	  区　間
	

	  道　路　の　幅　員
	

	　車両制限令第５条又は第６条に定める道路の区分（該当する道路を○で囲むこと。）

	  市街地区域内の道路
	  一般市街地道路
	  通常の道路                  □
    （第５条第２項）

	
	
	  市街地区域内極少指定道路又は
  一方通行とされている道路    □
    （第５条第１項）

	
	  歩行者が多くて歩道
  のない駅前、繁華街
  道路
　
	  通常の道路                  □
    （第５条第３項後段）

	
	
	  市街地区域内極少指定道路又は
  一方通行とされている道路    □
    （第５条第３項前段）

	  市街地区域外の道路
	  通常の道路                                         □
    （第６条第２項）

	
	  一方通行とされている道路又はその道路におおむね
  ３００メートル以内の区間ごとに待避所のある道路     □
    （第６条第１項）

	
	　市街地区域外極少指定道路                           □
    （第６条第１項）


   上記のとおり証明する。
                       令和　　　年　　　月　　　日
　                         （道路管理者等）       
                           
様式６
　
　　　　　四国運輸局長　殿
宣　　　誓　　　書
　事業用自動車の運行により旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するために講

じておくべき措置の基準を定める告示（平成１７年国土交通省告示第５０３号）で定める基準

に適合する任意保険又は共済に計画車両の全てが加入する計画であることを宣誓いたします。
   　　令和　　年　　月　　日
   　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　     氏名又は名称
                     　　　　　　　　  代表者の氏名                     
様式７　
（福祉輸送事業限定用）
　四国運輸局長  殿
宣  誓  書
　道路運送法第７条各号及び一般乗用旅客自動車運送事業（福祉輸送事業限定）の許可申請事案
及び事業計画変更認可申請事案等の処理方針について（平成１８年９月２８日四運自公第３０号）
の記の２（１０）②に規定されている各号には該当しないことを宣誓いたします。
令和　　　年　　　月　　　日
                      住　　　所
                      氏　　　名                                      
　※　申請者が法人の場合、法人の役員全員の宣誓書が必要となります。
令和　　年　　月　　日　
運行管理者（運行管理責任者）　就任承諾書
    申請者　　　　　　　　　が四国運輸局に提出した一般乗用旅客自動車運送事業の経営許可
申請が許可になったときは、その運行管理者（運行管理責任者）として就任することを承諾致
します。
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
添付書類
　・一般乗用旅客自動車運送事業の運行管理者資格者証（写）
　　[配置する事業用自動車の数が５両以上の場合]

令和　　年　　月　　日　
整備管理者（整備管理責任者）　就任承諾書
    申請者　　　　　　　　　が四国運輸局に提出した一般乗用旅客自動車運送事業の経営許可
申請が許可になったときは、その整備管理者（整備管理責任者）として就任することを承諾致
します。
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
添付書類
　・整備管理者の資格を証する書面（写）
　　[配置する事業用自動車の数が５両以上の場合]
令和　　年　　月　　日　
指導主任者　就任承諾書
    申請者　　　　　　　　　が四国運輸局に提出した一般乗用旅客自動車運送事業の経営許可
申請が許可になったときは、その指導主任者として就任することを承諾致します。
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　 年　 月　 日
運転者　就任承諾書
申請者　　　　　　　　　が四国運輸局に提出した一般乗用旅客自動車運送事業の経営許可
申請が許可になったときは、その運転者として就任することを承諾致します。
	氏　　名
	住　　所
	免許
種別
	現職(勤務先)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）１　日々雇い入れられる者、２月以内の期間を定めて使用される者等は運転者から除外すること。
      ２　現職は詳細に記載すること。
      ３　採用予定運転者の運転免許証のコピーを別紙に添付すること。
様式例

	勤務形態
	①
	②
	③
	④
	⑤

	拘束時間
	
	
	
	
	

	運転時間
	
	
	
	
	


　

乗　務　割　表
	氏名
	      日
項目
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	合　　計

	
	
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	

	
	勤務形態
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	拘束時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運転時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	勤務形態
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	拘束時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運転時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	勤務形態
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	拘束時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運転時間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


役 員 名 簿
	氏　　名
	役　　職
	生 年 月 日
	住　　　所
	常勤・非常勤の別
（タクシー事業）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※「常勤・非常勤の別」欄について、一般乗用旅客自動車運送事業に常勤する役員である場合は、「常勤」、常勤しない役員であれば「非常勤」、
いずれかを記入して下さい。
社長





担当役員　等





指導主任者





運行管理者





資格者証番号





整備管理者





代務者





補助者





運転者





車　人制　　両　　人


車　人制　　両　　人


車　人制　　両　　人





□確保済


□選任予定








運転者





運行管理者





社長





警察署





運輸支局









